
固定資産税
39,706円

町民税
53,088円

都市計画税
7,788円

町たばこ税
5,787円

その他
2,983円

令和6年度 今年の
　令和６年度予算が町議会３月定例会で可決
されました。
　本年度の一般会計の予算は147億6,971万円
で、昨年度より2.2％増加しました。
　歳入のうち、自ら確保できる町税などの収入

（自主財源）の割合を43％、国・県からの補助金、
町債（町の借金）など、他に依存する収入（依存
財源）の割合を57％と見込んでおり、昨年度より
も依存財源の割合が増加し、町の収入の半分以
上を国・県や借金などに頼らざるをえない状況
が続いております。

　歳出では、福祉に係る経費である民生費の割
合が41％と最も大きく、次いで土木費、総務費
の順に大きくなっています。
　本年度は町長改選期にあたるため、人件費・
公債費などの義務的経費や継続事業に係る経
費、年度当初から実施する必要がある事業の経
費を中心に構成し、政策的な経費は最小限とし
た骨格予算として編成しています。なお、政策的
な経費については、今後補正予算において計上
する予定です。

財政課　☎801-5783問

（※）その他の内訳
労働費

（4,014万円）
商工費

（1億1,195万円）
災害復旧費

（1,954万円）
予備費

（2,000万円）

【注釈】
※金額は１万円未満を端数処理しています。
※円グラフの（　）は全体に対する割合です。
※１人当たりの町税負担額および支出額は令和６年２月末現在

の住民基本台帳人口(39,743人)で計算しています。

割合種類 予算額
町民税
固定資産税
都市計画税
町たばこ税
軽自動車税

14％
11％
２％
１％
１％

21億985万円
15億7,804万円

３億953万円
２億3,000万円
１億1,856万円

町税の内訳

（※）その他の内訳
財産収入（252万円）
寄附金（1億5,001万円）
繰越金（5,000万円）
諸収入（4億1,004万円）

町民１人あた
りの

町税負担額

109,352円

町税

分担金・
負担金

繰入金

町債

国・県
支出金

地方
交付税

町が課税し徴収する税金

全国の市町村が同水準の行政事務
を行えるよう国から交付されるお金

町の事業に対し利益を受ける人な
どから徴収するお金
基金（町の貯金）の取崩しや他会計
から受け入れる資金

国や県からの補助金や委託金

町の借入金

議会費

衛生費

農林水
産業費

土木費

民生費

総務費

議会運営費など

選挙、戸籍、徴税、広報、統計、監査
費など
社会福祉、児童福祉、保育所、老人
福祉費など
健康増進、環境衛生、ごみ関係経
費など
農業委員会、農業振興、林業、水産
業費など
道路、河川、港湾、都市計画、住宅
経費など

消防費

教育費 小学校、中学校、生涯学習、スポー
ツ関係経費など

公債費 町の借入金の返済

消防、防災対策経費など

147億6,971万円
自主財源　43％

（昨年度比△4％）
依存財源　57％

（昨年度比+4％）

一般会計

特別会計
特定の事業を行うため一般会計とは経理を
別にして設けているもので、町には右の事業
があります。

会計名 予算額
土地区画整理事業特別会計
国民健康保険特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険特別会計

14億7,590万円
44億7,904万円
７億3,071万円

32億966万円
2,799万円

保険事業勘定
介護サービス事業勘定

企業会計 民間の事業と同じようにその事業によって得られる収入で支出をまかなう
独立採算を原則としていて、町には水道事業と下水道事業があります。

支　出収　入

収益的収支 7億9,163万円
7億6,626万円

水道事業

※主に維持
　管理関係

（内料金
   6億7,467万円）

資本的収支
1億6,203万円 3億8,366万円※主に設備

　投資関係

支　出収　入

収益的収支 9億7,295万円
9億5,615万円

下水道事業

※主に維持
　管理関係

（内使用料
    6億4,101万円）

資本的収支
5億3,993万円 8億5,483万円※主に設備

　投資関係

予算

民生費
151,876円

土木費
52,807円

総務費
42,668円

衛生費
34,555円

農林水産業費
5,016円

消防費
10,217円

公債費
32,992円

議会費
3,601円

教育費
33,076円

その他
4,822円

町民１人あた
りの

支出額

371,630円

自主
財源
43％

依存
財源
57％

歳入

その他交付金
2億9,350万円（2％）

町税
43億4,598万円

（29％）

繰入金
11億2,014万円

（8％）

分担金・負担金
１億5,864万円

（1％）

国・県支出金
35億9,088万円

（25％）

地方交付税
23億4,000万円

（16％）

町債
12億3,270万円

（8％）

使用料・手数料
１億7,636万円

（1％）
その他（※）
6億1,257万円

（4％）

地方消費税交付金
8億円（5％）

地方譲与税
9,894万円（1％）

歳出
民生費
60億3,601万円

（41％）

総務費
16億9,576万円

（12％）

土木費
20億9,869万円

（14％）

教育費
13億1,456万円

（9％）

衛生費
13億7,334万円

（9％）

公債費
13億1,120万円（9％）

その他（※）
１億9,163万円（1％）

議会費
1億4,311万円（1％）

農林水産業費
1億9,935万円（1％）
消防費
4億606万円（3％）
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衛生費
34,555円

農林水産業費
5,016円

消防費
10,217円

公債費
32,992円

議会費
3,601円

教育費
33,076円

その他
4,822円

町民１人あた
りの

支出額

371,630円

自主
財源
43％

依存
財源
57％

歳入

その他交付金
2億9,350万円（2％）

町税
43億4,598万円

（29％）

繰入金
11億2,014万円

（8％）

分担金・負担金
１億5,864万円

（1％）

国・県支出金
35億9,088万円

（25％）

地方交付税
23億4,000万円

（16％）

町債
12億3,270万円

（8％）

使用料・手数料
１億7,636万円

（1％）
その他（※）
6億1,257万円

（4％）

地方消費税交付金
8億円（5％）

地方譲与税
9,894万円（1％）

歳出
民生費
60億3,601万円

（41％）

総務費
16億9,576万円

（12％）

土木費
20億9,869万円

（14％）

教育費
13億1,456万円

（9％）

衛生費
13億7,334万円

（9％）

公債費
13億1,120万円（9％）

その他（※）
１億9,163万円（1％）

議会費
1億4,311万円（1％）

農林水産業費
1億9,935万円（1％）
消防費
4億606万円（3％）
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固定資産税
39,706円

町民税
53,088円

都市計画税
7,788円

町たばこ税
5,787円

その他
2,983円

令和6年度 今年の
　令和６年度予算が町議会３月定例会で可決
されました。
　本年度の一般会計の予算は147億6,971万円
で、昨年度より2.2％増加しました。
　歳入のうち、自ら確保できる町税などの収入

（自主財源）の割合を43％、国・県からの補助金、
町債（町の借金）など、他に依存する収入（依存
財源）の割合を57％と見込んでおり、昨年度より
も依存財源の割合が増加し、町の収入の半分以
上を国・県や借金などに頼らざるをえない状況
が続いております。

　歳出では、福祉に係る経費である民生費の割
合が41％と最も大きく、次いで土木費、総務費
の順に大きくなっています。
　本年度は町長改選期にあたるため、人件費・
公債費などの義務的経費や継続事業に係る経
費、年度当初から実施する必要がある事業の経
費を中心に構成し、政策的な経費は最小限とし
た骨格予算として編成しています。なお、政策的
な経費については、今後補正予算において計上
する予定です。

財政課　☎801-5783問

（※）その他の内訳
労働費

（4,014万円）
商工費

（1億1,195万円）
災害復旧費

（1,954万円）
予備費

（2,000万円）

【注釈】
※金額は１万円未満を端数処理しています。
※円グラフの（　）は全体に対する割合です。
※１人当たりの町税負担額および支出額は令和６年２月末現在

の住民基本台帳人口(39,743人)で計算しています。

割合種類 予算額
町民税
固定資産税
都市計画税
町たばこ税
軽自動車税

14％
11％
２％
１％
１％

21億985万円
15億7,804万円

３億953万円
２億3,000万円
１億1,856万円

町税の内訳

（※）その他の内訳
財産収入（252万円）
寄附金（1億5,001万円）
繰越金（5,000万円）
諸収入（4億1,004万円）

町民１人あた
りの

町税負担額

109,352円

町税

分担金・
負担金

繰入金

町債

国・県
支出金

地方
交付税

町が課税し徴収する税金

全国の市町村が同水準の行政事務
を行えるよう国から交付されるお金

町の事業に対し利益を受ける人な
どから徴収するお金
基金（町の貯金）の取崩しや他会計
から受け入れる資金

国や県からの補助金や委託金

町の借入金

議会費

衛生費

農林水
産業費

土木費

民生費

総務費

議会運営費など

選挙、戸籍、徴税、広報、統計、監査
費など
社会福祉、児童福祉、保育所、老人
福祉費など
健康増進、環境衛生、ごみ関係経
費など
農業委員会、農業振興、林業、水産
業費など
道路、河川、港湾、都市計画、住宅
経費など

消防費

教育費 小学校、中学校、生涯学習、スポー
ツ関係経費など

公債費 町の借入金の返済

消防、防災対策経費など

147億6,971万円
自主財源　43％

（昨年度比△4％）
依存財源　57％

（昨年度比+4％）

一般会計

特別会計
特定の事業を行うため一般会計とは経理を
別にして設けているもので、町には右の事業
があります。

会計名 予算額
土地区画整理事業特別会計
国民健康保険特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険特別会計

14億7,590万円
44億7,904万円
７億3,071万円

32億966万円
2,799万円

保険事業勘定
介護サービス事業勘定

企業会計 民間の事業と同じようにその事業によって得られる収入で支出をまかなう
独立採算を原則としていて、町には水道事業と下水道事業があります。

支　出収　入

収益的収支 7億9,163万円
7億6,626万円

水道事業

※主に維持
　管理関係

（内料金
   6億7,467万円）

資本的収支
1億6,203万円 3億8,366万円※主に設備

　投資関係

支　出収　入

収益的収支 9億7,295万円
9億5,615万円

下水道事業

※主に維持
　管理関係

（内使用料
    6億4,101万円）

資本的収支
5億3,993万円 8億5,483万円※主に設備

　投資関係

予算

民生費
151,876円

土木費
52,807円

総務費
42,668円

衛生費
34,555円

農林水産業費
5,016円

消防費
10,217円

公債費
32,992円

議会費
3,601円

教育費
33,076円

その他
4,822円

町民１人あた
りの

支出額

371,630円

自主
財源
43％

依存
財源
57％

歳入

その他交付金
2億9,350万円（2％）

町税
43億4,598万円

（29％）

繰入金
11億2,014万円

（8％）

分担金・負担金
１億5,864万円

（1％）

国・県支出金
35億9,088万円

（25％）

地方交付税
23億4,000万円

（16％）

町債
12億3,270万円

（8％）

使用料・手数料
１億7,636万円

（1％）
その他（※）
6億1,257万円

（4％）

地方消費税交付金
8億円（5％）

地方譲与税
9,894万円（1％）

歳出
民生費
60億3,601万円

（41％）

総務費
16億9,576万円

（12％）

土木費
20億9,869万円

（14％）

教育費
13億1,456万円

（9％）

衛生費
13億7,334万円

（9％）

公債費
13億1,120万円（9％）

その他（※）
１億9,163万円（1％）

議会費
1億4,311万円（1％）

農林水産業費
1億9,935万円（1％）
消防費
4億606万円（3％）
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